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「子どもと家族を応援する日本」重点戦略について  

02005年、人口減少社会が到来し、出生数は106万人、合計特殊出生率は1．26と、いずれも過去   
最低を記録  

○将来推計人口（平成18年12月推計）によると、今後、一層少子・高齢化が進むとの見通し  

○結婚、出生行動に対する国民の希望が一定程度叶えば、合計特殊出生率は1．75程度まで改善   
される余地  

「子どもと家族を応援する日本」重点戦略の策定  

○基本的な考え方：「すべての子ども、すべての家族を大切に」  

2030年以降の若年人口の大幅な減少を視野に入れ、本格的に少子化に対抗するため、制度・  

政策・意識改革など、あらゆる観点からの効果的な対策の再構築・実行を図り、  

・「結婚したいけどできない」という若い人、「子どもを生みたいが躊躇する」という若い家族を支え、  

・どのような厳しい状況に置かれていても、この社会に生まれたすべての子どもたちが希望を持  

って人生を歩んでいけるよう、  

すべての子ども、すべての家族を、世代を超えて国民みなで支援する国民総参加の子育てに優  

しい社会づくりを目指す。   



検討体制  

検討会護の学識経験者を主査とし、各分野における有識者で構成。   



今後のスケジュール  

0 2月9日   第1回検討会議。4分科会発足。  

0 2～5月   各分科会を3～4回開催。  

0 5月中   各分科会で議論の整理。  

06月頃   第2回検討会議。重点戦略の基本的な考え方とりまとめ0  

（経済財政諮問会議等に報告し、骨太方針2007に反映。）  

○以軋具体的施策についての検討を進め、税制改正等の議論を見極   
めつつ、19年末を目途に、重点戦略の全体像を提示。   



「子どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会議分科会について   



「子どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会議分科会運営規程  

平成19年 2 月15 日  
一子どもと家族を応援する日本J重点戦略会議議長蛇  

（分科会の運営）  

第1条 「子どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会議分科会（以下「分科会」とい   

う。）の議事の手続その他分科会の運営に関しては、「『子どもと家族を応援する日本』重   

点戦略検討会議の開催について」（平成19年2月6日少子化社会対策会議会長決定）に   

定めるもののほか、この運営規程の定めるところによる。   

（議事）  

第2条 分科会の会議は、主査が招集する。  

2 主査は、会議の議長となり、議事を整理する。  

（議事の公開）  

第3条 分科会の会議、会議資料は、公開とする。ただし、主査は、必要があると認める   

ときは、分科会に諮って、 分科会の会議、会議資料を非公開とすることができる。  

（議事要旨）  

第4条 主査は、分科会の会議の終了後、速やかに、当該会議の議事要 旨を作成し、これ   

を公表する。   

（庶務）  

第5条 基本戦略分科会、働き方の改革分科会及び地域・家族の再生分科会の庶務は、内   

閣府その他の関係行政機関の協力を得て、厚生労働省において処理する。  

2 点検・評価分科会の庶務は、厚生労働省その他の関係行政機関の協力を得て、内閣府   

において処理する。  

（雑則）  

第6条 この規程に定めるもののほか、分科会の議事の手続その他分科会の運営に閲し必   

要な事項は、主査が定める。   



「子どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会議  

分科会名簿  

（1）基本戦略分科会  

東京大学大学院経済学研究科教授  

早稲田大学人間科学学術院特任教授  

日本労働組合総連合会副事務局長  

東洋大学経済学部教授  

有限会社セレーノ代表取締役、子育て環境研究所代表  

（社）日本経済団体連合会経済第三本部長  

慶鷹義塾大学経済学部助教授  

福井県知事  
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（2）働き方の改革分科会  

慶鷹義塾大学商学部教授  

濁協大学経済学部助教授  

（財）社会経済生産性本部事務局次長兼社会労働部長  

日本電気株式会社国内営業企画本部人事統括マネージャー  

労働政策研究・研修機構人材育成部門統括研究員  

法政大学キャリアデザイン学部助教授  

埼玉大学教養学部教一受  

共立印刷株式会社取締役管理部長  

日本労働組合総連合会副事務局長  

日本アイ・ピー・エム株式会社S＆D人事部   

◎樋口 美雄   

阿部 正浩   

北浦 正行   

木村 邦明   

小杉 礼子   

武石 恵美子   

長谷川三千子   

藤木 信彰   

山口 洋子   

横山 知子  



（3）地域・家族の再生分科会  

東北福祉大学教捜  

株式会社日本総合研究所調査部主任研究員  

社会福祉法人扶助者聖母会星美ホームファミリーソーシャルワー  

カー  

青森大学教授  

東京大学大学院教育学研究科教授  

テレビ東京解説委員  

青山学院大学文学部教授  

明星大学人文学部教授  

特定非営利活動法人わははネット理事長  

日本テレビ報道局記者  

高浜市長  

大阪市立大学生活科学部教授  

東京学芸大学教育学部教授  

◎岩渕 勝好   

池本 美香   

鹿毛 弘通  
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（4）点検・評価分科会  

東京大学社会科学研究所教授  

株式会社富士通総研主任研究員  

日本サービス・流通労働組合連合副会長  

恵泉女学園大学・大学院教捜  

株式会社資生堂執行役員企業文化部長  

特定非営利活動法人び－のび－の理事長  

大分こども病院長  

横浜市副市長  

◎佐藤 博樹   

渥美 由喜   

案田 陽治   

大日向 雅美   

大矢 和子   

奥山 千鶴子   

藤本  保   

前田 正子  

（注） ◎は分科会主査   



今後の議論の進め方について   



【地域・家族の再生分科会】  
議論の進め方  

検討テーマ  

○国民の希望する結婚や出産と実態との奉離及   

びその要因と地域の課題の把握  

・人口構造の変化に関する特別部会議論の整理を   
もとに議論  

○育児不安の解消に向けた子育て家庭を支える   

地域の取組み  

・全戸訪問、つどいの場の提供、一時預かりなど子育ての   

孤立化防止の取組み強化  

・子育て家族支援（「親（になること）」支援）、地域の子育   
て支援力強化のための多世代参加、企業も含めた幅広   

い主体の参加による子育て支援活動の展開  

・安心して生み育てられる産科・小児科医療体制の構築  

○結婚・出産・就労に関する国民の希望の実現   

に向けた様々な選択を可能にする子育て支援   

サービス  

・特に有配偶女性の労働力率の上昇（出産前後の就   

業継続、一旦労働市場を離れた女性の再チャレン   

ジ）・男女双方の働き方の多様化に対応できる、制度   

的な対応を含めた子育て支援サービスの質・量両面   

での拡充  

○困難な状況にある家族や子どもを支える地域   

の取組強化  

・児童虐待・DVなど増加するニーズへの対応  

・社会的養護体制（里親・施設）の強化とその在り方・   

機能等の再検討   

・子育て家庭を支える地域づくり（孤立化防止、地域の子  
育て支援拠点の整備、意識改革など）  

・働き方の改革に対応した子育て支援サービスの見直し  

・児童虐待対策、母子家庭・要援護児童支援など、困難  
な状況にある家族や子どもを支える地域の取組強化  

など  

第1回検討会議における意見  

国民の結婚や出産に対する希望を反映した試算では、  
30代前半の女性労働力率が現在の6割から8割に引き  

上がることを前提にしており、専業主婦モデルはもはや成  
り立たない。夫婦や家族が助け合い、企業が働き方を見  
直し、地域が支えなければ子育てはできない（岩渕委員）  

子育て家庭の料金を割り引く制度が約半数の県で導入  

されているが、子育て支援の雰囲気を盛り上げる起爆剤  
として期待できる（岩渕委員）  

三鷹市の取組みの特徴は、その推進方法にある。多くの  
担い手に参加・していただく協働と、地域コミュニティーとの  

連携である（清原委員）  

フランスでは、普通の人が普通の生活の中に仕事も子ど  

もも持っているという状況で、女性が子育てするだけでな  

く、周りの人たちの支援、地域の支援、夫■家族の支援が  
あって実現できている（樋口委員）  

※ 委員の意見は各分科会事務局の責任で簡略化・要約を行っていることに留意いただきたい。  



【基本戦略分科会】  
（参 考）  

議論の進め方  

○国民の希望する結婚や出産と実態との車離及   

びその要因の把握  

・人口構造の変化に関する特別部会議論の整理を   
もとに議論  

○諸外国の家族政策の概況のレビュー  

・先進諸国の家族政策の概況のレポート  

・各種家族政策の効果に関する研究成果の紹介  

・これらを踏まえた我が国の対策の課題の整理  

O「働き方の見直し」と「地域の子育て支援」に関   

する制度間・施策間の連携・整合性に関する課   

題その他の課題の把握  

第1回検討会議における意見  

・まず、問題の所在と事実をどこまでも正確に把握すること  
が必要（吉川委員）  

・諸外国の事例も含めて、既に実施された施策について、  
なぜ効果があったのか、なかったのかを分析（吉川委員、  

佐藤委員）  

・施策間の連携、特に働き方の見直しと地域の子育て支  
援強化の連携は大切（佐藤委員）  

・我が国は出生率が低く、家族関係の社会支出も少ない。  
具体的に有効な対策をとったらどの程度の財政負担が  

生じるのか、数字を出していただきたい（尾身財務大臣）  
・OECDの指摘によれば、保育所待機児童と経済的負担  
を解消すれば、我が国も出生率が2．0程度まで回復する  
余地がある（岩渕委員）  

・国、地方公共団体、企業、地域社会の役割を明確r±す  
べき（池田委員）  

○家族政策の費用及びその財源等の検討   

t財政的な規模に関するシュミレーション等   
：先進諸国（例えばフランス）と同水準の家族政策  

を実施するとした場合   

：女性の労働市場への参加が進み、かつ、国民の  
結婚や出産に対する希望が実現するとした場合  

など  

○国、地方公共団体、企業、地域社会の役割に   
ついての整理  

2   ※ 委員の意見は各分科会事務局の責任で簡略化・要約を行っていることに留意いただきたい。  



【働き方の改革分科会】  （参 考）  

議論の進め方  検討テーマ  

・家族が共に過ごす時間が持てるワークライフバランス、子  

育てしながら働き続けられる多様で柔軟な働き方の実現  

・若者の社会的・経済的自立を支援し、能力・才能を高め  
ていくための人材力強化  

■社会的責任を果たす企業の取組の促進と意識改革  
など  

○国民の希望する結婚や出産と実態との帝離及   

びその要因の把握  
・人口構造の変化に関する特別部会議論の整理をもとに   

議論  

○我が国の働き方の状況分析  

・我が国における働き方の現状（総労働時間、休暇取得   

等）  

・働き方改革を実践する先進的企業の取組の紹介等  

○生活との調和■自己実現を可能にする働き方  
の実現に向けた課題の整理  

・男女／正規・非正規／未婚・既婚等に関わりなく、個々人   

の選択による仕事と生活の調和・自己実現を可能にす   

る働き方の確立  

・長時間労働の抑制や休暇の取得促進等の具体的課題  

・特に、子育て期の労働者（男女とも）に家族的時間を保   
障し、同時に就労継続を可能にする制度・施策の推進  

・生産性の向上、それを支える人材力の強化（特に、若年   

労働者・非正規労働者の能力開発・向上）   

■若年者の社会的・経済的自立支援の促進   

○働き方の改革の実効を高める方策の整理  
・地域や企業の取組の促進  

・関連施策との連携   

第1回検討会議における意見  

・重要なのは、働き方、仕事の進め方を見直すことにより、  
自己実現できる社会をつくるとともに、企業の時間当たり  
の生産性を高めることであり、それが少子化対策にもつな  
がっていく（樋口委員）  

・働き方の二極化の解消、男女双方の仕事と私生活の調  
和の実現、男性の働き方・暮らし方の見直しを視野に入  
れながら議論していくことが必要（古賀委員）  

－ワークライフバランス、多様な働き方の追求を、将来の投  
資と位置づけることが必要であり、企業の取り組みに対す  

る財政的支援、経済的インセンティブも必要（池田委員）  

・日本企業はエネルギー制約、環境制約の中でイノベー  
ションを起こしてきたが、時間制約も働き方の効率化に結  
びつくのではないか（佐藤委員）  

・経済産業研究所の研究レポートによれば、女性が第2子  
を産みたくなくなる最大の原因が、育児の大変さに対する  
理解のなさによる不信感、不満感であり、それを防ぐため  
には夫婦で特に平日の時間を共有し、育児を分担すると  
いうことであった（甘利経済産業大臣）  

3  
※ 委員の意見は各分科会事務局の責任で簡略化・要約を行っていることに留意いただきたい。  



（参 考）  【点検■評価分科会】  

第1回検討会議における意見  

既に実施された施策について、なぜ効果があったのか、  

なかったのかを分析（吉川委員、佐藤委員）  

これまでの施策や提言がなぜ実行できなかったのか、あ  
るいは遅かったのか、評価と分析をきちんとした上で、こ  

の会議の検討結果が実効性のあるものになるようにした  

い（古賀委員）  

政府の取り組みで一番遅れていたのは未婚化のところ。  
結婚したい人たちが結婚できていないとすれば、特にどこ  
にその構造的な問題があるのかということを明らかにして  

取り組むことは政府の課題になりうる（佐藤委員）  

地方公共団体で成功している例として、例えば福井県で  
は3番目の子どもに対して医療費と保育料を3歳まで無料  

とし、出生率が1．5になった。宮古市では、子育て日本一  
を目指して窓口を一本化して取り組み、1．67という出生  
率になった。様々な施策を行えばできるということを踏ま  
えて議論いただきたい（菅総務大臣）  

4   ※ 委員の意見は各分科会事務局の責任で簡略化・要約を行っていることに留意いただきたい。  



今後の予定  

○第1回 3月13日（火）15：00～17：00  
ホテルフロラシオン青山「はごろも」（1階）  

・新人口推計、人口構造の変化に関する特別部会「議論の整理」   

・「子どもと豪族を応援する日本」重点戦略の策定について   

・分科会の今後の議論の進め方   

○第2回 4月 9日（月）17：00～19：00  
霞ヶ関ビル東海大学校友会館「阿蘇の問」（33階）  

・育児不安の解消に向けた子育て家庭を支える地域の取組み   

○第3回 4月17日（火）18：00～20：00  
厚生労働省内（予定）  

・結婚・出産・就労に関する国民の希望の実現に向けた様々な選択を可  
能にする子育て支援サービス   

○第4回 5月14日（月）17：00～20：0・0（うち2時間）  
厚生労働省内（予定）  

・困難な状況にある家族や子どもを支える地域の取組み強化   

・安心して生み育てられる産科・小児科医療の構築   

○第5回 5月22日（火）18：00～20：00  
厚生労働省内（予定）  

これまでの議論の整理   

○予 備 5月30日（水）10：00～12：00  
厚生労働省内（予定）   




